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The objective of this report is to describe and discuss the importance of 
accepting foreign students especia11y at our Graduate School here， relating to the 
current government policy. 
According to the survey the problems raised by the foreign graduate students 
inc1ude more needs for assistance in Japanese language training， more cultural 
exchange and communication with Japanese students， more information about 
Fukui University and its surroundings. 
These needs may be partia11y fulfi1ed by improving tutor-system and by 
developing intemet homepages with the cooperation of the foreign students and the 
staff. This may also help to recruit better students from a1 over the world， which， 
in tum， may facilitate academic activity of our Graduate School. 
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1 はじめに
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日本がなぜ留学生を積極的に受け入れるのかを各国の留学生受け入れ理念と比較しながら探り、
本留学生担当教官
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1 998年 10月の大学審議会の答申で述べられた大学院の重点化・柔構造化の方向の中で福井大
学大学院工学研究科の留学生受け入れの位置付けを考察する。教官、日本人チュータ一、留学生に
対するアンケート、および留学生専門教育教官への相談内容の分析から、大学院研究生受け入れの
ための改善案の提言を試みる。
2 留学生受け入れの経過と現状
1 9 8 4 (昭和 59) ー 89 (平成元)年のプラザ合意を挟み、日本の経済大国化は進展し、留学生
数も図 1のようにこの聞に 12，410人から 31，251人へと 2. 5倍、年率にして 20%以上の仲び、を
記録した。そして 19 9 5 (平成 7)年には 53，847人に達し， 1 9 9 7年は 51，047人であった。
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一般に「教育の国際化」という言葉が使われるようになったのは、池田内閣の所得倍増計画に基
づく高度経済成長路線の延長線上の 1960年代後半あたりからである。以降、教育審議会答申な
どで「世界に開かれた日本人Jr国際社会に生きる日本人の育成Jの必要性が強調されてきた。そし
てこの経済の大国化と教育の国際化とが一体化するのが、 1 983年の「留学生受け入れ 10万人
計画Jであると考えられる。 1992年の文部省の研究者会議報告書 r2 1世紀を展望した留学生
交流の総合的推進について一一21世紀に向けての留学生政策に関する調査研究協力者会議報告一
一Jには「留学生受け入れ 10万人計画は…我が国の国際的に果たすべき役割の重要性の認識の上
に策定されたものである。そして、我が国の国際的地位の高まりに応じて、世界各国の日本に対す
る関心が飛躍的に高まり、我が国としての国際的貢献の必要性はますます強まっている。Jと述べら
れている。その路線に沿って留学生の数は増えつづけたが、 1 996年には減少に転じた。その要
因として 1"'4が考えられた 1。
1生活コストが諸外国に比べ高い
2留学情報が海外において不足
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3最近の経済不況
4アジア諸国における高等教育機関の整備
留学生数が減少に転じたため 1997年に「留学生政策懇談会Jを発足させたが、その第 1次報
告書でも「この目標(1 0万人)は我が国の国際社会における今日的立場や高等教育機関の規模に
かんがみると決して過大なものではない。しかも……この目標に向けて引き続き最善の努力をすべ
きである。Jr知的国際貢献の重要性にかんがみ、受け入れ人数の増加と質的側面の充実に最大限の
努力をしていく必要があろう。」と r1 0万人計画J の見直し案は浮上していない。もっとも増え
続けたのは図 1で示されるように国費留学生ではなく、私費留学生であったし、減少に転じたのも
私費留学生と就学生(大学入学をめざす専修学校(いわゆる日本語学校)入学者)の減少である 11。
文部省国費留学生は平成 10年度も前年より 100人増加しており奨学金支給金額の減額もされ
ていない。国費留学生受け入れの計画的整備、私費留学生の援助、留学生の教育研究指導等の施策
が実施され、国としては一貫して留学生受け入れを推進している。
3 留学生を受け入れる理念一一「留学生10万人計画J構想
戦後約 50年、西欧へ留学生を送り出す一方だった日本が、留学生受け入れに積極的になった背
景をみる。
198 3年、中曽根首相肝いりで設置された文部大臣の懇談会「二十一世紀への留学生政策懇談
会」による f二十一世紀への留学生政策に関する提言j で発表された「留学生受け入れ 10万人計
画Jは、発表当時 1万人程度しかなかった留学生を 21世紀までにという期限までつけて 10万人
に拡大するとして世界各国に示した公約である。
198 0年代「世界に貢献する日本Jというスローガン的国策を掲げ多様な国際協力が展開した。
前川リポートに示された日本の経済構造改革を端緒にODA(政府開発援助)の増額、アメリカ海
軍の日本駐留費の肩代わり増額、農産物輸入制限、米市場の部分的開放など、多岐にわたり世界の
中の日本が強調された。ついには従来対外政策の領域には含まれていなかった教育政策にまで波及
し、「留学生受け入れ10万人計画Jが対外公約として発表された。そこでの留学生政策の概要は以
下である。
1 ) わが国は「我が国に対する国際的期待jに応えて「わが国の国際的に果たす役割jのーっとし
ての開発途上国の発展に協力することが必要でありそのための「人材養成j に協力することが
重要
2 ) 教育の国際交流はわが国と諸外国相互の教育研究を高めると期待されること
3 ) それはわが国と諸外国間の相互の国際理解、国際協調の精神の醸成・促進に寄与すると期待さ
れること
4)留学生は帰国後母国と日本との友好関係の発展強化のための重要な架け橋となる存在なので、
留学生政策は文教政策、対外政策の中心に据えてしかるべき重要因策の一つである。
このように、経済面で世界から注目されていた日本であるが、留学生政策には経済政策の視点は
なく、対外援助を強調する公約であることがわかる。
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4 世界各国の留学生政策の理念
留学生受け入れ数はアメリカ合衆国、フランス、 ドイツ、イギリスの順に多い。それぞれの国の
受け入れ理念をみて、日本の理念、と比べる。
<1>アメリカ合衆国
1 950年のアメリカの国際交流協会 (11 E)のリストにはつぎの4つの理念が示されている。
これは最強のリーダーであったアメリカが貧しい国の経済復興、産業開発、民主化に貢献する信念、
と責任感のもとで作られたものであるが、経済的地位が相対的に降下した現在も毎年 15万人とい
われる留学生を迎え多数の留学生を抱える国の基本的理念である。これは留学生を受け入れるにあ
たり、どの国でも少なからずもっている理念であると考えられる。どれに重点を置くか、どれが割
愛されるかは国によりまた時代により異なるであろう。
留学生受け入れ理念のモデル
1 )個人的キャリア形成
2 )外交戦略ないし国際協力・途上国援助
3) 国際理解
4)学術交流ないし研究活性化
アメリカは一般に留学生政策は自由放任といわれる。教育が国ではなく州単位であることも一因
であろうが、国として 2)の外交戦略を明確にしている点が特色である。
<2> (旧)西ドイツ
1 988年OECDの広島国際セミナーで提出されたOECD/CER1事務局の要約をまとめ
ると次のようになる.
1 )言語と文化を理解してもらうという国の学術的文化的政策目標と関連させながら学術的文化
的政策課題の視点から位置付ける。
2 )資源と外国に依存する西ドイツにとって将来的な友好関係樹立の基礎を培う意義を持つとす
る外交戦略的な視点から意義付ける。
3 ) 開発援助の意義
4)差別により教育を受ける権利を奪われている人々に教育の機会を与える人権擁護的な視点か
ら意義付ける。
このように、 ドイツの留学生受け入れ政策は外交戦略として国益主義、ナショナリズム的視点が
非常に明確である。
<3>イギリス
イギリスは 1979年の留学生受け入れ関連の会議の論議を踏まえて作られた留学生基金のため
に用意された報告書で、留学生受け入れでイギリスが蒙るべき利益(interest)と責務(obligat ion) 
という視点をはっきりさせ網羅的なリストを以下のように提示している。
A)利益
教育上の利益
優秀な学者の招致
教育機関の国際性の価値
留学生の研究成果
イギリス入学者の海外の研究機関との相互交流上の便宜
経済面の利益
商品およびサービスの購入
支払いの均衡
将来商品やサービスを購入してくれる顧客への可能性
政治上の利益
責務
イギリスに対する直接の影，響と厚意
民主主義の諸価値の普及
公式的責務
国際条約上の文化交流協定
国際協力計画上の分担責任
非公式的責務
発展途上国に対する援助
教育面でイギリスに依存している国に対する責任
すでに在学している留学生に対する責任
農民救済上の責任
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このリストが示すように、留学生受け入れは教育上の政策だけでなく政治的経済的政策との関わ
りにおいて捉えられている。「将来の顧客としての可能性Jrイギリスに対する厚意Jなど相互利益
を重視し互恵主義を打ち出している。この点はアメリカの理念にも日本の理念にも明示的にはない。
アメリ力、旧西ドイツ、イギリスの 3国は外交戦略としての視点、政治的経済的利益を視野に入
れた理念、を明確にもっているが日本にはこれらが欠けている。
<4>フランス
留学生数がアメリカに次いで第2位のフランスは、 1960--70年代がアメリカのように留学
生受け入れに関して自由放任であったため数は多い。しかしその出身国が旧保護領や旧委任領地に
偏り大学の質の低下、パリの大学に集中という弊害が大きく、ミッテラン革新政権が始まった 19 
8 1年から受け入れ政策は抜本的に刷新され次の3点が提示された。
1 ) 高等教育の効率的履修のためにフランス語能力の確認
2 ) 宿泊施設や特別支援教育の組織化の可能性を高めるばかりでなく地方に大学の威光を波及
させるためにも全国にバランスよく分散させること
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3 ) 留学生受け入れ政策とその出身国で進められている高等教育の拡充策との問で矛盾をひき
おこさないこと
これは理念というより実践的政策であるが、近年の留学生の日本語能力低下問題や留学生の首都
圏集中の現象をみる日本にとって注目すべきことがらである。
現在のように留学先の拡大化、留学生層の大衆化、留学目的の多様化が進んでくると、受け入れ
理念、も、多様になっていると考えられる。 1988年OECDの広島国際セミナーでの報告からO
ECD加盟各国の留学生受け入れ理念は次のようにに集約される。それぞれの国がそれぞれの理念
で1)から 3)を位置付けて留学生を受け入れている。
1 ) 学術的・文化的思恵(academicand cul tural benefi ts) 
異文化接触によって得られる学術的・文化的恩恵が留学生受け入れの根拠である。教育・研究
は国際性を持つものであるから当然挙げられる理念である。
2 )発展途上国の国づくりに貢献する責務
例えばカナダは「道徳的責務moralobligationJと呼んでいるし、またオランダは「開発のた
めの訓練 trainingfor developmentJとしている。
3 ) 教育機関だけでなく社会全体の国際化に重要な意義
日本は国際化が進んでいない国であるので 3)の社会の国際的開放性・通用性の進展が留学生受
け入れ理念として重視されるべきである。国際化には国際理解を主とするものと、学術交流を主と
するものがある。日本の工学系大学院の留学生受け入れの基本は後者の理念に基づくものであるは
ずである。
5 公共財を使う留学生受け入れ
下の表1で示したように日本政府が奨学金を提供する国費留学生数の割合が 16. 2 %と世界最
大であることが日本の留学生政策の特色のひとつである。
2. 3章で述べたように日本の留学生受け入れは、意図的に経済大国日本の国際貢献として拡大
された点では、公共財の拠出である。国費留学生の数は 10万人計画ではその 10分の lの1万人
程度と想定されていたが、留学生数が5万人を突破した 1997年現在既に 8、250人であり全
留学生数の 16. 2 %と世界で最も高くなっている。
表1 国費留学生数と割合(1997年)
アメリカ イギリス ドイツ フランス 日本
留学生数 47，984人 129，550人 146，126人 170，574人 51， 047人
.ー.............‘-・・-ー..‘・・・ ・・・・・・ー・・ー・ ・・ー・ . ........ー・・，ー・・ー.ー・・.....‘・.. ・ー・........・ ・・....ー ..... ー・・・..・ー......ー・ー ... ...・e・・a・.・.......ー・・..咽・4
1997年 O. 9% 2.9% 3. 7% 6.9% 16.2% 
1990年 2. 36% 4.07% 3.36% 8.30% i2.00% 
一
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1 9 9 7年の国費留学生の割合を 19 9 0 年と比較すると、 1~1 本以外は下落あるいは横ばいなの
に日本だけがこの 7年間で増加している(表 1)。しかも支給月額が大学院生 185，500円、挙
部学生 142、500円という高額である。短期留学生に対する日本国際教育協会からの奨学金も
非常に広く、 1 9 9 6年度には2000人近くに支給され、応募率 1. 5倍であった。私費留学生
のための育英奨学金も 8500人分(前年度同数)に月額大学院生 70、000円、学部生4g， 
000円を与えている。未曾有の財政危機にあり、 ODA経費も 10%削減の中で、人造りの支援
のかなめである留学生交流関係の予算は概算要求を超えた増額査定がなされ対前年度比 5. 7 %減
にとどまっている。
留学生支援は中央政府だけでなく、地方公共団体、経済団体、民間企業からも行われている。 1
961年、当時の池田首相とケネディ大統領との合意で「日米文化教育交流会議Jにおいて「留学生
交流推進協議会j が設置され、大学における受け入れ体制の整備、奨学事業の拡充、宿舎の確保、
地域社会との交流などを進めることになった。これらの供出が公共財としてであるのは戦後のアメ
リカ覇権の肩代わりであるといえる。戦後のアメリカの留学生受け入れがカナダを除きアジア諸国
からが中心で全体の半分以上を占めていた、つまりアメリカがアジアからの留学生の引き受け手で
あったが、そのアメリカから日本が一部を肩代わりしているとの見方もできるからである。
このように官民あげての留学生受け入れを支援している日本ではあるが、 4章でみたように西欧
諸国と異なり、経済的政策の視点はなく、国益追及はない。ただ国際交流を対外政策の視点として
あげているにすぎず、「世界の中の日本Jr果たすべき役わりJといった「責任j を強調するのみで
主体的判断と自己主張の弱い政策しかないと考えられる。イギリス、 ドイツ、フランスが国状に合
わせ留学生政策を転換している事実を考えると、日本は留学生政策の見なおし、あるいは目的の明
確化を迫られているのではないだろうか。
国費留学生には、文部省が各国大使館で選抜試験を行い大使館の推薦で留学生として来日する場
合と国内在籍の私費留学生が所属教育機関から推薦される場合がある。いずれにせよ、大学院生に
は月額 185、000円という高額が支給されるので競争率は高い。東京に在学する場合を推定し
ての額だというが、地方大学など住居費が比較的安いところでは、額より数をという声が高い。ま
た留学生の絶対数が少ない国に比べ中国からの留学生は国費留学生になれる留学生の割合が少なく
不満が多い。公共財の弾力的な使い方が望まれる。
6 福井大学での留学生受け入れ経過と特色
福井大学における留学生受け入れの経過を示すと表 2のようになり、 1 9 9 8年現在 153人の
留学生が在籍している。
199 1年6月の国立大学長会議における文部省学術国際局長の談話によると留学生数の目標数
を在籍数の 5%に設定するということであるので、そうすると福井大学での留学生数は約200人
となる。この目標を達成するためには各研究科の受け入れ体制整備が課題となる。 iii
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表2 福井大学留学生の受け入れ経過
工学部大学院生数同研究生数
1 970年 初めて留学生が入学(マレーシアから) 1 。
1 974年 大学院に初の留学生 。
197 7年 研究生が初入学 (1982年に教育学部にも) 1 1 
198 5年 留学生数2桁になる 3 
1 990年 研究生だけで20人が入学 9 1 3 
1 996年 大学院生の 15%が留学生 6 6 1 4 
(工学部学部生 3 6人)
1 998年 関学生総数 153人 6 9 1 7 
(内中国出身者105人) (同42) (同 9) 
ここで留学生の出身国別割合，をみてみると表3のようになる。
表3 留学生の主要出身国別割合(全国:1997年) (単位 % ) 
中国 韓国 台湾 マレイシア インドネシア
43.7 23.1 8.5 4.2 2.1 
68.6 4.5 0.1 9.1 3. 9 
1 998年本学全体の留学生数15 3人のうち中国の出身者が 105人と 68. 6 %を占める。
大学院工学研究科では42人、同研究生9人計51人が中国出身者であるから大学院工学研究科留
学生86人のうち 60%が中国人である。 中国出身者の第 1号は 1979年に 1人だ、ったが、 1 
985年以降徐々に増え始めた。 1992年76人だ、ったが翌93年は 112人と 50%近く増加
した。全国の中国人留学生は全留学生数の43.7 %であるが、本学の 68.6 %はそれより 50%
以上多い。本学で中国人留学生が増加したのは 10万人計画の推進と歩調を合わせるようにである
が、全国に比べて 50%も多くなっているのは、 1つの特色である。本学在籍者が在籍中または帰
国後に親族、知人に本学への留学を勧めることが一因といわれている。
出身国が同じ場合、情報の交換、学習、生活の支援・協力など便利な点はあるが、国籍が偏ると
同じ出身国の学生同士が母国語を使い日本語の上達が妨げられるうえ、他国の留学生が孤立しやす
くなる。また仲良くやっていくうえにはそれなりの煩わしさ、また同国人ゆえのいがみあいなどが
生じ同国人の問での問題もでてくる。また同国人が多いと自国のやりかたで通すことが多くなり、
日本人社会から反感をもたれることもある。真の国際化がなされず、逆に負の国際化になりかねな
い。これは国際化が政策上の重点である日本にとって深刻な問題になる。
7 本学の今後の方向と留学生受け入れ
少子化を迎え大学がさまざまな改革を断行している中、楠井大学自体も方向を模索しているが、
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その方向で、留学生受け入れも位置付けていかなければならない。大学の方向をことで論ずる用怠は
ないが、文部省の示す方向は 1998年 10月に大学審議会で答申された r2 1世紀の大学像と今
後の改革方策についてJには以下のようにあり、本学も少なからずこれに沿う方向であろう。
7 -1 今後の国立大学と留学生受け入れ
「国立大学については、今後大学院の規模の拡大に重点を置く必要があるが、関連して状況に応じ
学部段階の規模の縮小も検討していくことが必要であるけ cr大学審議会答申Jp 2 7 ) 
ここからわかることは「大学院」重点化である。留学生に関しては
「大学の国際化を進め、国際交流を進めていくため、・・奨学金の充実や外国語によるプログラムの
実施などを通じて海外の留学生の受け入れ先として魅力ある国際競争力の高い大学を目指すことが
必要である。J(同 p9 2) として留学生受け入れを推進している。具体的に
1 ) 企業名や個人名を冠した奨学金支給事業
2 ) 民間が保有する宿舎の留学生受け入れの推進
3 ) 大学と地方自治体、地域の民間団体や企業が連携した留学生受け入れの推進
4 ) 儲学生のインターンシップ・プログラムの実施体制の整備
5 ) 外国語によるプログラムなど留学生にとって魅力ある教育プログラムの実施
とある。留学生受け入れは民間の協力を得、フログラムを多様化するようにというわけである。
「大学院の課程の目的・役割の明確化jのところには「留学生に広く門戸を聞き、・・ J(同 p6 5) 
とあり、大学院重点化のなかで留学生も一役を担うことが期されている。また「大学院の具体的改
革方策Jとして「教育研究システムの柔構造化jつまり大学院の高度化と機能分化を図っていく観
点から多様化が挙げられている。どういう学生をどういう人材に養成するのか、を柔軟に検討して
個性化を進めることを提案している。(同 p1 4 5) 
具体的には
「大学院教育の高度化・多様化Jは社会状況を鑑みて
a 幅の広い視野と総合的な判断力を備えた人材の要請
b 研究者の養成、高度専門職人の養成、社会人の再教育、の 3つの方向性
が示されている。(同 p6 6) 
また「高度職業人養成重視の修士課程をより重視する多様で活力あるシステムを目指すことJ(要
旨p1 8)、そして留学生に関しては「秋季入学、セメスター制、修士 1年(以上2年未満)制コー
スと長期在学コースの制度化、留学生奨学金充実、外国語によるプログラムの実施など留学生の受
け入れ先として魅力ある国際競争力の高い大学J(要旨 p2 2、24)が挙げられている。
7-2 福井大学大学院工学研究科の方向と工学研究科留学生の留学目的
大学院の重点化を進める福井大学工学研究科は上のbの中の3つの方向のどれを志向しているの
であろうか。ここでは同研究科で 15%を占める留学生の教育の方向性を探りたい。
現在修士 1年在学の「工業日本語特論IJの受講留学生の作文からみてみると以下のように、高
度専門職業人を目指す留学生がほとんどであることがわかる。
作文「修士取得後の進路j による回答 (出身国・所属学科・性別の順)
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i 帰国して都市計画の仕事をする。(中国・環境・ f)
2 帰国して専門に関係する仕事ができる就職を探す(中国・環境・ f) 
3 環境・質量分析関係の就職。卒業して2年日本語を勉強してから帰国(中国・材料・ f) 
4 日本企業に長期就職(台湾・環境・ f)
5 日本で祖国との合弁会社に就職、いずれ祖国の会社に転勤(中国・環境・ f) 
6 日本の会社に就職(中国・生化・ f)
7 目立に就職予定(マレーシア・電子・ m)
8 日本で就職(内定済み) (ベネズエラ・電子・ m)
9 日本で会社に就職、失敗したら博士へ(中国・環境・ f) 
10 外国企業(含日本)就職、帰国後会社設立して製品の輸出(ホンジュラス・生化・ m)
1 卒業後日本語の勉強をして日本で就職(中国・情報・ m)
12 博士へ、そのあと日本企業に就職(中国・情報・ m)
13 博士へ、そして日本で会社に就職、いつか帰国(中国・環境・ f) 
14 博士へ、そしてできたら少し日本で就職(インドネシア・環境・ m)
15 博士へ、そのあと帰国して会社に就職(中国・環境・ m)
16 博士へ、そのあと不明(韓国・生化・ m)
17 博士へ、そのあと不明(中国・生化・ m)
18 約束通り帰国して元の大学に復帰(バングラデイシュ・材料・ m)
参考までに博士後期課程在学者は
19 日本で企業に就職(巾国・情報システム博士後期・ m)
20 帰国して元の仕事(製造関係)に復帰(シリア・機械博士後期・ m)
ということで、既に母国で大学教官の職を得ている留学生(I8)以外は、ほとんど (]"'15そして
19.20)が企業に就職志望である。研究職を目指すという留学生は本年度の「工業日本語特論lJの
受講者にはいない。但し今まで4人以上の留学生の本校卒業生が日本の大学、高専に就職している。
高度な専門職業人を志向する大学院が本学の留学生には求められていることがわかる。しかし、
留学生自身、日本での就職には日本語能力が不足とする留学生が多い。修士取得後日本語学習をし
てから就職をするとさえいう留学生もいる (3， 1)。 実際に日本で就職できた例は表4のようにた
った 19%で少ない。帰国した留学生の調査はなされていないので、「帰国」の内答は不明であるが
中国の留学生が多いことから考えると「帰国Jには企業に就職している学生が多いのではないかと
推測される。(日本国内で修士や博士課程に進学し就学している学生は卒業生には含んでいない。)
日本での就職が希望者数より少ない点から関学生の日本での就職には専門的な能力はもちろん求
められるが日本語でのコミュニケーションがかなりとれることが必須であると考えられる。
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表4 1995-97年福井大学留学生卒業(予定)者の実績
卒業生 8 9人 100% 
帰国 5 4人; 61% 
国内就職 1 7人; 19% 
除籍退学 1 8人 20% 
以上から工学研究科留学生は高度専門職業人を目指す者が多いこと、しかし日本で職業人として
専門職に就きたい場合は相当に専門及び日本語能力が必要であるといえる。
8 福井大学留学生の問題一一 2割の留学生が退学・除籍
8 -1 留年になるケース
留学生を受け入れて問題になるのは退学や除籍になる留学生が20%以上もいる(表4)ことで
ある。 1回だけの筆記試験で単位を落とす場合もあるが、レポート提出の場合でも日本語能力不足
のため書けなくて単位が取れず留年を余儀なくされるケースもある。経済的負担も失望も大きく、
またビザ更新が認められない可能性もある、となると退学(あるいは授業料など未納で除籍)して
しまう。現に 2年留年した留学生が「入管でビザが更新されない可能性があるから、入管に哀願書
を持参したい、日本語文を指導して欲しい。」と相談に来る。中国からの私費留学生は留年になると
経済的に苦しく一般に留年しないで大学を諦めて、帰国なり他の方法を取る。アルバイトのための
勉学不足、出席時数不足での留年もある。非漢字圏の学生は筆記試験は免除され、レポートも英文
でよいとされてもレポートを書く資料など英語版が見つからなかったりして課題をこなすことがで
きず(当然レポートを提出できず)単位数が揃わないと相談に来る留学生もいる。半年や 1年の研
究生の聞に日本語ゼロから修士に要求される日本語レポートを書けるようになる非漢字圏の学生は
殆どいない。(本学の例からも皆無とはいえない。)英語で書く場合もそのための英語の文献や資料
を教官なりがきちんと指示しないと本学図書館で揃わない場合など提出期限が切れてしまうという
場合もある。漢字圏の留学生からレポートの日本語のチェックを依頼されるが、助詞などのミスは
ともかく、 2重否定や部分否定の日本語が間違うと全く意味が違うというミスになる例が多い。会
話力がかなりある留学生でも書く日本語はひどい例もある。レポートが書けない場合などその教官
とコミュニケーションがとれれば、大きな問題にならないと考えられるが、性格的、能力的に教官
に話すことさえできず、単位を諦めることになる例もある。ストレスで神経が麻庫してしまい入院
に至ったケースもある。
修士 l年生に専門的な講義がどの程度わかっているのかをアンケート調査した結果が表5である。
各科から 1"'2名計 12名の履修している延べ100科目を、科目ごとに理解できる割合を数値で
記入してもらった。同時.にそれぞれの講義で日本語の必要度も聞いたが、全35科目のうち、 20%
だけ日本語が必要な講義という科目が2科目、 50%のみ日本語が必要という講義が9科目で、あ
との 24科目 (68%)は80"'100%日本語が必要というものであった。よって講義を理解す
るには日本語力が相当求められていることがわかる。
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表5 講義の理解度(単位:科目数)
90%わかる講義数 8 
80%わかる講義数 3 0 
70%わかる講義数 2 7 
60%わかる講義数 2 4 
50%わかる講義数 8 
40%わかる講義数 1 
30%わかる講義数 2 
「論文や資料を読むのに日本語はどれくらい必要か」には30%から 100%と幅があるが，平
均94%となった。「レポートを，書くのに必要な日本語はJは96%という高率である。
以上から、工学研究科修士 1年生には、「講義を理解する、資料や文献を読む、レポートを書くJ
それぞれ相当に日本語が要求されていると考えられる。
本学教官の方も留学生に要求する日本語IVは表6のようにかなり高い。
表6 留学生に期待する日本語力
教官数比
専門書が読める 17. 2 %、
ゼミで論議に参加する 17. 2 % 
ノートがとれる 14. 4 % 
講義を理解する 10. 9 % 
実験の手順がわかる 10. 9 % 
日常会話ができればよい 10. 9 % 
論文が書ける 9・3%
名古屋大学の調査Vでも表7のように高い。国費留学生には非漢字圏の学生が多いがかなり高い。
表7-1 指導教官が大学院前期留学生に期待する日本語能力期待度
(1 984年国立大学1500人教官アンケート調査)
(期待第3位まで選んでもらったものの割合である)
文献・論文を理解できる 15. 5 % 
講義が理解できる 24. 7 % 
口頭発表ができる 8. 2 % 
レポート、論文が書ける 5. 6 % 
教官学生と会話ができる 27. 0 % 
日常生活に支障がない 18. 6 % 
表7-2 国費留学生に対し期待する日本語能力
( 1 9 9 4年名古屋大学100名の教官(理工系が90%)に実施)
8-2 大学院工学研究科教官の声
日本語で質疑・応答 I 52% 
ゼミなどで日本語で発表 I 48% 
日本語で討議 I 48% 
日本語で専門書・論文を読む I 34% 
日本語で論文・レポートを書くI22% 
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8-1で留学生の日本語は本学ばかりでなく他大学でも相当要求されることを述べた。また本学
では一部工学部教官に以下のような声がある。
「留学生には異なる課題を出さなければならない。j
「留学生がいると授業のスピードがおちる、よってレベル低下につながる。J
「授業の内容だけでなく日常会話のような日本語もわからず、しかもわかったような顔をするので
困る。J
「同じ国の学生が母国語で話してお互いに教え合うので授業が騒がしくなる。J
「研究室に同国出身者がいると母国語でしゃべっているので日本語が上達しない。ひどいと研究テ
ーマまで似てきてしまう。」
一部教育学部の『日本語』担当教官からは、
「教育学部生が多くとっている講義に工学部修士 1年生や研究生が聴講に来て本来の授業が妨げら
れる。」
「あんな日本語で、どのように授業を理解し、単位をとっているのかけという声がある。
大学院重視、高度専門職業人を育てる方向を模索しなければならない今、留学生受け入れを進め
る国策をも視野に入れると、本学大学院工学研究科の 15%を占める留学生の教育をどのように位
置付けるのかは改めて述べることではないが大学全体としても重大な問題である。
8 -1のような留学生自身が退学したり入院するような悲劇や、 8-2のような教官の声を少な
くするにはどうしたらよいのか。工学部全教官 (13 5名)にメーリングリストを使って「今後の
大学院留学生の日本語Jについてアンケート調査をした(1 9 9 9年2月実施)。簡単に答えられる
よう 4つの答えを想定し(rその他j も入れて計5つの選択肢)番号を選んで回答してもらった。
1 ) 修士入学に日本語の能力を点数化する試験を課し、合格判定に日本語能力の加味を徹底化
する。
2 ) 修士予備軍の研究生に対する日本語教育を徹底させ、一定のレベルに達しない者は修士受
験を延期させる。
3 ) 入学後単位授与のレベルを保たせ(日本人との差をつけないで)そのレベルに達しない場
合は留年させる。
4) 研究に日本語は不要だから入学前も後も日本語力は問わなくて本人が生活できるレベルで
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よい。修士認定の単位数は指導教官(または担当学科)で対処して揃える。
5) その他(なるべく具体的にお願いします。)
4 7通 (35 %)の回答であるが、貴重な意見が多く、関心の高さがわかる。 r1 )と 2) Jあるい
はr1 )か 2)Jという組み合わせが多かったので『修士入学時に日本語能力を入学の可否に加える』
ということで、 r1 )と 2)Jをーっとしてまとめ、表8に学科毎 (A---F)に集計した。(単位(人))
表8 今後の大学院留学生の日本語について
1) + 2 ) 3) 4) 5 ) 計
A 6 。 4 。 1 0 
B 9 。 l 。 1 0 
C 4 3 。 8 
D 2 。 2 2 6 
E 。 2 3 1 6 
F 5 O 。 。 5 
G 1 。 。 1 2 
計 2 7 3 1 3 4 4 7 
注:現実にできることとして選んだものと、理想論として選んだものが混在している。
注:強いて番号で選んでもらったので本来の考えと若干異なってしまう。
注:所属学科がない教官は最も近いと考えられ学科の集計に入れてある。
注:rまたはjとして2つ選んだものは、書かれた内容により集計者が判断して、どちらかの番号ま
たは5)に入れた。
これで教官の意識の全体像を把握することは危険だが、次のことがいえる。
*学科により大体考えがまとまっている学科と、全く異なる考えが同程度の割合で混在している学
科がある。
*一般に現在留学生を多数受け入れている学科が、修士入学時に日本語能力を考慮すべきとしてい
る rl)+2)Jが多い)。
*入学させたら留年させない、と考える教官が多い( つまり 3)が少ない)。
* 5) rその他Jの項に書かれた意見には多くの示唆がある。
4) r日本語力は不問Jとする場合は、注釈付きが多く、つまり実施はなかなか困難といえる。事実、
既に英語だけの授業を取り入れた大学で(学部レベルだが)日本人学生がやめていくという報告が
1998年の文部省主催の留学生交流研究協議会で九州大学、大阪大学などから出されている。
一方、東京大学工学部研究科の一部学科の「全て英語」というコースは海外から直接入学できる
ためかなりの倍率で盛況であるとの報告VIもある。また九州大学大学院法学研究科も英語コースを
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設けて成果をあげているという報告Vけもある。この2例のように英語コースとH本語コースの 2本
立てにしなければならないといえるのではないだろうか。また日本入学生の英語のレベルによって
は名古屋大学の医学部が試みている「全て英語Jでの講義に移行してもうまくいくのかもしれない。
9 提言一一本学で成され得ること
8-2のアンケートの結果を合わせ、現在の状況から考えると、本学大学院では修士の日本語力
については学科それぞれの事情、日本語の必要度により、それぞれが対処することになりそうであ
る。そうなると現状維持ということになる学科が多くなる。しかし 8章で挙げた問題点の改善、今
後の方向に向けて成すべきこと、できることがあると考えられるので以下に挙げる。
提案 1一一研究室関係の日本入学生と日本語指導の日本入学生
留学生相談室には漢字の読み方を教えて欲しいという学生も来る。読み方がわからなければ辞書
がひけないという。来日 1年余の非漢字圏の学生は漢和辞典の使用はできない場合が多い。漢字の
読みなどは、そばにいる日本人かチューターに尋ねればすぐ解決できることなのに悪くて聞けない、
という。留学生担当教官が一人の留学生に割ける時間は限られている。個人的に教えてあげる日本
人学生が必要である。チューターはどのように選ばれるのか、アンケート調査したviii結果、留学生
の指導教官が自分の研究室の日本人学生(あるいは日本に慣れている留学生)に依頼することが調
査では 100%であった。指導教官は実験の仕方などの面倒をチューターの仕事として与えている
場合が多い。よって留学生は日本語について尋ねるのは憎られるし、チューターも日本語は自分の
仕事外ということになる。従ってこのようなチューターとは別に日本語についての支援者が必要に
なる。
同じ研究室の日本人学生に研究室関係のことや専門知識についての面倒をみてもらうのは必要で
ある。(この場合でも「研究室のみんなで面倒をみるのが自然lという意見もある。)一方、日本語
の語学的な学習が必要な留学生には、留学生担当教官から日本語教材や教授法について指導を受け
た日本人学生(研究室が同じである必要はない)が支援する。また特に来日直後、研究室以外のこ
との相談にのり支援をする日本人学生も必要である。つまり日本語その他で留学生を支援する日本
入学生(仮に「日本人ヘルパーJと呼ぶ)を募り、彼らが留学生担当教官と連携しながら留学生個
人個人に木目細かなケアをする。研究生の聞は専門の研究より日本語に集中できるようにする。時
間の比較的あいている他学部の学生、日本語教育に興味がある学生、異文化交流をしたい学生など
を日本人ヘルパーとする。「留学生Jr指導教官とチューターJr日本人ヘルパーや留学生担当教官
など日本語担当者Jの3者がシステマティックに動く体系を作り、日本語学習が効率的に行われれば、
修士の正規学生になってから単位取得に日本語力が関わることはなくなると考えられる。
このようなボランテイアの日本人学生の組織を作って既に活動をしている例も報告されている 1I。
提案2一一実際の活動をチェック
チューターは何もしないでも報告書を学生課に出せば銀行口座に時給が支給されている、という。
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チューター経験者自身がアンケートで答えているから間違いないであろうし、謝金を振込む学生課
も審査なしと認めている。日本入学生には「研究室全員で留学生に親切にしてあげるべき、チュヶ
ターは無駄、機能していない、何もすることがないJなどと答える者がいるし、気が合わないため
話すことすらしなくなっているケースもあるという~よって留学生自身に日本人の支援の要不要を
2ヶ月に 1回位の割合で留学生担当教官がチェックし、日本人支援の継続か中止か変更を判断する。
提案 1， 2のようにチューター制度を改善し、留学生個人のニーズにあった日本語学習支援シス
テムを構築し日本語及び研究室での活動や専門の授業のフォローもすれば留学生の単位取得に関す
る問題解決、チューター制度の効率的運用につながると考えられる。
提案3一一交流、情報交換のための組織、場の設立
1 998年の大学審議会の答申にも『国際化』の必要性が提示されているように、まだまだ日本
は国際化に努力が必要である。大学院留学生は研究のために来日しているのだが、日本文化や日本
人になるべく触れたいと考えている。日本を留学先に選んだ関学生は、日本に興味を持っている。
機会があれば外国人留学生のために特別に企画されたものより、日本人との交流に参加したいと考
えている。日本入学生の中でも留学生との交流をしたいという学生がいるのに、その組織がないた
め意欲が無になっていると答えている学生がいる。地方自治体や民間のイベントや支援も多いがそ
の情報が事前に伝わらないためチャンスを逃すこともある。そのような交流のための「組織Jが必
要である。日本人ヘルパーと共に大学祭や民間・地方自治体のイベントに参加などで交流のための
情報の収集などを行う。日本人ヘルパーが中心となり企画や広報活動をすれば、それ自体がすでに
国際交流になる。決まった場所があれば、そこに行けば留学生、日本入学生のだれかがいて話しが
でき、そこが情報交換の場ともなる。知りたいことを気軽に聞け、お互いできることをして支援し
あえる。大学、民間や自治体からの情報もそこにまとまってあれば、見逃したり伝達の遅延による
問題もなくなる。
提案4一一一 ホームページで世界に発信
なるべく多くの国からの留学生を大学に集めることは国際化には必要なことである。個性化しな
ければならない大学には質のよい大学院留学生を集めることは必須のことである。もちろん日本人
学生も必要であるが、日本人大学生の県外志向の強い現在(本学工学部県内HJ身者の占める割合は
たった 35. 1 %)、大学院留学生、特に母国ですでに何らかの経験を積んできた留学生が日本入学
生の牽引力になることは多い。また大使館推薦の国費留学生には、母国で非常に優秀な選ばれた学
生が多い。かれらが母国の友人に本学の良さを報告すれば本学に留学したいという学生が出てくる。
現に修士 l年在籍留学生がホームページで本学のことを英語、母国語で紹介したところ、 3人が本
学受験要項の申し込みをしてきたH。世界に発信できるホームページを留学生担当教官と在学中の
留学生がいろいろな言語で作る。それにより、多くの国から留学生が集まり、良い研究成果をあげ
れば、国際化の進んだ優秀な大学院として個性的な大学院になろう。そうすれば日本人学生も多く
集まるようになり、研究のレベルもあがることになる。留学先として必要な大学の情報、大学がど
ういうところに位置しているか、また工学部であるので福井県の工業についての情報なども発信す
る必要がある。福井大学に留学を決めたが、大学周辺がどんな所か情報が全くなく苦労したという
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留学生もいる。ホームページ作りは工学部学生にとっては必要な習得技能でもある。また実験やゼ
ミで忙しい工学部留学生にとって、学内の関学生同士や留学生担当教官、日本人ヘルパーなどとの
連絡のメディアとしても有効である。留学生が母国や日本の他県にいる友人とのコミュニケーション
をし合うメディアにもなる。よってホームページ開設は国際化の推進に寄与するだけでなく、個人的
にホームシックの悩み解消等に役立つはずである。
もっとも福井大学が良い大学だという情報が載らなければ意味がない。ここで提案したことを進
めて留学生をとりまく問題点の改善を図り、より個性ある魅力的な大学にすることが必須である。
留学生を集めるためのフェアが毎年国内、国外で開催されているが、ホームページによる大学につ
いての情報発信は、より多くの優秀な留学生を集める安価で有能な手段であると考えられる。
1 0 むすび
留学生が増えている本学工学研究科の留学生教育に関する現状と今後の方向を探った。その結果、
留学生の多数が望んで、いるような日本企業に就職できる高度専門職業人を養成するには日本語力の
習得が必要であること、また一方退学などに追い込まれないよう就学に必要とされる日本語力をつ
けることが必要であることもわかった。留学生によりニーズが異なるそれぞれの日本語力を向上さ
せるには研究生をしている聞に留学生担当教官と日本人学生のヘルパーが連携して個人個人に日本
語学習の支援をすることが有効であること、そのためにはチューター制を見直すことを提案した。
またインターネットで世界に本学の情報を発信することは世界各国からの留学生獲得につながり、
それが大学院の活性化になる可能性があることを示した。提案したチューター制度、ホームページ
作り活動が国際交流、国際化につながることにもなることを述べた。これらの活動が一体的に行わ
れる場作りを今後の課題としたい。
謝辞: 本稿に引用したアンケート調査にご協力くださった工学部の教官各位並びに日本人学生、
留学生の皆様に心より御礼申し上げます。
E 文部省学術国際局留学生課「我が国の留学生制度の概要j 平成 10年度
目 1997，1998年度は就学生は増加に転じた。
i r福井大学現状と課題Jp 244から引用。
w 鈴木 (1998) p 2 1 6参照。
v 1994年調査:尾崎(1998)による。
vi 1992 r東京大学大学院工学系研究科における留学生日本語実態調査j による。
vi 1998榊原正治「国際化時代における留学生のための特別プログラムJによる。
Vlll 1998，6調査:鈴木:アンケート「教育、研究Jについて(鈴木 1998参)
山千葉大学:西国弘次 1998r留学生と日本人学生の真の交流を目指してJによる。
x提案中の引用は「留学生の実態調査(日本人学生用)J rチューターに関する調査(留学生用)Jア
ンケート (1999.2実施)による。
m 例として 1通のコピーを次ページに添付する。
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